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 この説明書は、金融商品取引法第４６条の４の規定に基づき、全ての営業所又

は事務所に備え置き、公衆の縦覧に供するために作成したものです。 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 
 

 １．商号 

   安 藤 証 券 株 式 会 社 

（英文商号） （Ａｎｄｏ Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ Ｃｏ．，Ｌｔｄ．） 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

    平成１９年 ９月 30 日   （東海財務局長（金商）第１号） 

 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

 

年   月 沿     革 
明治４１年 ３月 

昭和１９年 ４月 

 

昭和２３年 １月 

昭和２８年１０月 

昭和３３年 ８月 

昭和３３年１１月 

昭和３４年 ４月 

昭和３４年 ５月 

昭和３６年 ７月 

昭和３７年１０月 

昭和５２年１２月 

昭和５４年 ７月 

昭和５９年１０月 

昭和６０年 ９月 

昭和６１年 ６月 

昭和６２年 ３月 

昭和６２年 ８月 

昭和６２年 ９月 

昭和６３年 ４月 

昭和６３年 ５月 

平成 ２年 ８月 

平成１４年  ３月 

平成１５年  ２月 

平成１５年１１月 

平成１６年１０月 

 

平成１９年 ５月 

平成２０年 ９月 

平成２０年１２月 

平成２１年 ９月 

平成２２年 ５月 

平成２４年 ３月 

平成２５年１２月 

平成２８年 １月 

平成２８年 ２月 

平成２８年 ６月 

安藤商店を創業 

安藤証券株式会社を設立 

本店を東京、支店を名古屋に設置 

渡部証券を合併し大阪支店を設置 

本店を名古屋に移し東京を支店に変更 

大野営業所を設置(Ｓ60.7 大野支店に昇格) 

尾張横須賀営業所を設置 

知立営業所を設置(Ｓ59.10 知立支店に昇格) 

阿佐谷営業所を設置(Ｓ62.9 阿佐谷支店に昇格) 

小牧営業所を設置(Ｓ60.7 小牧支店に昇格) 

名古屋駅前営業所を設置(Ｓ59.10 名古屋駅前支店に昇格) 

西尾営業所を設置(Ｓ60.7 西尾支店に昇格) 

大垣営業所を設置(Ｈ2.3 大垣支店に昇格) 

尾張横須賀営業所を東海支店に変更 

豊田支店を設置 

半田支店を設置 

藤が丘営業所を設置(Ｈ1.7 藤が丘支店に昇格) 

塚口営業所を設置(Ｈ1.10 塚口支店に昇格) 

野並営業所を設置(Ｈ1.7 野並支店に昇格) 

岩倉営業所を設置(Ｈ1.7 岩倉支店に昇格) 

高畑営業所を設置(Ｈ1.7 高畑支店に昇格) 

常滑支店を設置 

大野支店を常滑支店に統合 

東京支店営業部を設置  

大阪支店を移転 

東京支店を移転（東京支店を東京本部へ名称変更） 

              （東京支店営業部を東京支店へ名称変更） 

塚口支店を移転 

阿佐谷支店を移転 

豊田支店を移転 

沖縄営業所を設置 

野並支店を移転（野並支店を徳重支店へ名称変更） 

名古屋駅前支店を移転 

大阪支店を移転 

知立支店を移転 

名古屋駅前支店を移転 

西尾支店仮店舗へ移転 
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  (2) 経営の組織 

    「組織図」に記載のとおり 

 

 
 

 

４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主

等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

 

１．大和興業株式会社 

株 

12,111,895 

％ 

84.69 

２．渡部 守隆 197,418 1.37 

３. 安藤 敏行 141,000 0.98 

４．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 120,000 0.83 

５．永田 實 119,208 0.83 

６．安藤 健造 108,288 0.75 

７．安藤 正敏 100,616 0.69 

８．安藤 輝良 97,000 0.67 

９．高橋 宗孝 88,248 0.61 

10．高橋 伸成 88,248 0.61 

その他（43 名） 1,134,742 7.97 

計 53 名 14,306,663 100.00 

    （注） 上記株主の状況には、自己名義株式は含まれておりません。 

        割合は、小数点 3桁以下を切り捨てて記載しております。 
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 ５．役員の氏名又は名称 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 
常勤・非常勤の

別 
取締役会長 安藤 正敏 有 常勤 

取締役社長 安藤 敏行 有 常勤 

取締役 北原 正義 無 常勤 

取締役 遠田 繁 無 常勤 

取締役 金井 俊明 無 常勤 

監査役 牧田 三彦 無 常勤 

監査役 岡田 元男 無 非常勤 

監査役 武田 金雄 無 非常勤 

 

 

 ６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その

他の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、

課長その他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者

の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 
小島 達久 常務執行役員管理本部長 

  

  

 

 

 ７．業務の種別 

業 務 の 種 別 
① 金融商品取引法第 28 条第 1項第 1号に掲げる行為に係る業務 

② 金融商品取引法第 28 条第 1項第 2号に掲げる行為に係る業務 

③ 金融商品取引法第 28 条第 1項第 3号ロに掲げる行為に係る業務 

④ 金融商品取引法第 28 条第 1項第 3号ハに掲げる行為に係る業務 

⑤ 有価証券等管理業務 

 

 

 

 

金融商品取引業付随業務 

 業 務 の 種 類        

① 有価証券の貸借業務 

② 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③ 保護預り有価証券担保貸付業務 

④ 有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑥ 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金の 

支払に係る代理業務 

⑦ 累積投資契約の締結業務 

⑧ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 
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⑨ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

⑩ 他の事業者の譲渡、合併、会社の分割、株式交換若しくは株式移転に関する相談に応じ、   

又はこれらに関し仲介を行うこと 

⑪ 他の事業者の経営に関する相談に応じること 

⑫ 通貨その他デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引を除く）に関連する資産とし

て政令に定めるものの売買又はその媒介、取り次ぎ若しくは代理 

⑬ 譲渡性預金その他金銭債権（有価証券に該当するものを除く）の売買又はその媒介、取り次

ぎ若しくは代理 

 

 

 ８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる

営業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

 

本店 

〒 460－8619     

 名古屋市中区錦３丁目２３－２１ 

名古屋駅前支店 
  名古屋市中村区名駅３丁目２８番１２号          

        （大名古屋ビルヂング１６階） 

知立支店   知立市栄１丁目８番地 （なるせビル５階） 

東海支店   東海市横須賀町４の割２９ 

小牧支店   小牧市中央１丁目１８１ 

大垣支店   大垣市東外側町２丁目８ 

西尾支店   西尾市山下町東八幡山６８－８ 

豊田支店   豊田市十塚町４丁目４０ 

半田支店   半田市出口町１丁目１３０－１ 

藤が丘支店   名古屋市名東区明が丘１１３ 

徳重支店   名古屋市緑区鳴海町徳重１８-４１ ユメリア徳重２階 

岩倉支店   岩倉市栄町１丁目１１７ 

高畑支店   名古屋市中川区高畑１丁目２４１ 

常滑支店   常滑市鯉江本町５丁目１６０ 

東京本部   東京都港区赤坂１丁目１２番３２号 ア－ク森ビル１４階 

東京支店   東京都中央区日本橋兜町１０－３ 

阿佐谷支店   東京都杉並区阿佐谷南３丁目１－２３ 

大阪支店   大阪市中央区北浜１－８－１６ 大阪証券取引所ビル１０階 

塚口支店   尼崎市塚口町１丁目１５－１３ 

沖縄営業所 沖縄県名護市字豊原１８１番地 みらい３号館２階 

 

 

 ９．他に行っている事業の種類 

① 金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

② 保険業法第 2条第 26 項に規定する保険募集に係る業務 

③ 自ら所有する不動産の賃貸 

④ 他の事業者の業務に関する広告又は宣伝を行う業務 

⑤ 匿名組合契約の媒介等に係る業務 

  ⑥ 当社の顧客に対し他の事業者の斡旋又は紹介を行う業務 
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１０.苦情処理及び紛争解決の体制 

金融商品取引契約（金融商品取引法第34条第１項に規定する金融商品取引契約をいう。）の締結及びこれ

に付随する業務に関しての苦情処理等は、各営業単位の所属長又は所属長が指名する者において受け付ける。      

また、業務委託している業務に関する苦情等については、業務委託責任部署において委託先から連絡を受け

る。 

苦情等の申出を受けた場合、遅滞なくその概要を営業部長（紛争にあっては管理部長）に報告し速やかに各

営業単位の所属長等と協力して苦情・紛争の解決に努め適切な処置を講じる。 

  また、金商法上の業務に関する苦情等の解決については、社内措置を講じるほか金商法第37条の7第１項

第１号ロに規定する苦情処理措置及び紛争解決措置として、特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせ

ん相談センターに業務委託を利用する措置を講じることとする。 

 

 手続き実施基本契約を締結している指定紛争解決機関 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 

 

 １１．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

 

日本証券業協会 

 

   

 

 １２．会員又は取引参加者となる金融商品取引所、外国金融商品取引所の名称又は商号 

 

   （株）東京証券取引所 

   （株）大阪取引所 

   （株）名古屋証券取引所 

    シンガポール証券取引所 

 

 １３．加入する投資者保護基金の名称 

 

    日本投資者保護基金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

7 

 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 
 １．当期の業務の概要 
当事業年度におけるわが国経済は、4月に米財務省が、わが国を為替政策に関する監視リスト国に指定し、

円高ドル安傾向となりました。更に 6月の英国民投票で EU 離脱を支持する結果が出ると、リスク回避的な 

円買いが進み、一時、１００円割れとなりました。                       

しかしながら、消費増税の延期や与党が圧勝した参議院選後の景気対策等に期待が高まりました。加えて 

不透明であった 11 月の米国大統領選は劣勢と思われていたトランプ政権になったものの、積極的な経済政策

面が好感されて、回復基調に転じました。                          

海外では、米国経済が秋口から景気の持ち直しが鮮明化するなか、ＦＲＢは 12 月、3月に利上げに踏み切

りました。一方、これに対する年度後半の欧州の金利上昇は、ＥＵ離脱派の支持率拡大などによる政治不安

の高まりなどもあり、緩慢なものとなりました。原油価格は、11 月の減産合意により底固い動きとなり下値

懸念は、後退しました。  

かかる経済情勢を背景に、日経平均株価は、期初日において 16,719 円 56 銭で始まりましたが、600 円近

い下落をして、円高ドル安の進展に伴い下落傾向となりました。6月 24 日に、期中安値の 14,864 円 01 銭を

つけ、先の 2 月の中国ショックの水準に並びました。しかしながら、9 月に日銀のイールドカーブ・コント

ロール政策の導入によりマイナス金利が更に進む懸念が後退して、底固い展開となりました。11 月の米大統

領選挙後は、新政権への政策期待も高まり、上昇に転じ、3 月 2 日には年度高値 19,668 円 01 銭をつけまし

たが、徐々に、過度な政策期待が剥落するにつれ、値を下げて、期末終値は、18,909 円 26 銭となりました。      

このような一般情勢の下で、当社は、お客様に優位な商品で安定的に投資メリットを受けていただけるよ

う、他社商品とは顕著な差別化を図った投資信託及び外貨建債券を両輪に営業活動して参りました。 

また、当社は、社会貢献活動をより発展的に実践するために、11 月に有明コロシアム・同テニスの森にお

いて開催されました国際テニス連盟公認・女子テニストーナメント「安藤証券オープン 2016」へ特別協賛し、

さらには 2020 東京オリンピックに向けて強化選手を支援する活動も続けて参りました。 

当社の当期業績は、営業収益面においては、受入手数料は 2,397 百万円（前期比△28.4%）、株式トレーデ

ィング益は、自己売買におけるトレーディング手法の多様化を行っておりますが、578 百万円（前期比 △

38.8%）とそれぞれ減収となりました。反面、外債の顧客販売並びにポジションを管理しております債券トレ

ーディング益は、米国の金利引上げによる新興国からの資金流出懸念が後退して、1,954 百万円(前期比

125.0%)に増収となりました。金融収益につきましては、受取配当金や受取収益分配金によって 904 百万円

(前期比△21.7%)と引き続き高水準でした。  

これらの結果、当事業年度の業績は、営業収益においては 5,822 百万円と前期比△7.6%の減収となり、営

業利益は 472 百万円（前期比△12.1%減）、経常利益は 519 百万円（前期比△8.0％減）、当期純利益は 342 百

万円（前期比△13.1%減）と、それぞれ減益となりました。     
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２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 平成27年3月期 平成28年3月期 平成29年3月期 

資本金 2,280 2,280 2,280 

発行済株式総数 15,180 千株 15,180 千株 15,180 千株 

営業収益 9,658 6,304 5,822 

（受入手数料） 3,703 3,351 2,397 

 （（委託手数料）） 2,124 2,008 1,550 

 （（引受け・売出し・特定

投資家向け売付け勧誘等

の手数料）） 

10 5 2 

（（募集・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の取扱

い手数料）） 

1,028 605 204 

 （（その他の受入手数料）） 539 732 641 

（トレーディング損益） 4,743 1,796 2,520 

 （（株券等）） 1,120 946 578 

 （（債券等）） 3,639 868 1,954 

 （（その他）） △16 △18 △12 

純営業収益 9,549 6,183 5,745 

経常損益 3,620 564 519 

当期純損益 2,200 394 342 

 

 

  (2) 有価証券引受・売買等の状況 

    ① 株券の売買高の推移 

（単位：百万円） 

 平成27年3月期 平成 28 年 3 月期 平成29年 3月期 

自   己 
（6,178） 

2,143,451 

（680） 

862,602 

（274） 

702,306 

委   託 
（104） 

490,683 

（172） 

441,391 

（981） 

331,837 

計 
（6,282） 

2,634,134 

（852） 

1,303,993 

（1,255） 

1,034,143 

                           （  ）内書は、外国有価証券 
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 ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の 

募集・売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

（単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売 出 し

の 取 扱

高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

平 

成 

27 

年 

３ 

月 

期 

株券 
(19 千株) 

34 

(0 千株) 

0 

(0千株) 

0 

(19 千株) 

34 

(0 千株)     

0 

(0 千株) 

0 

(0 千株) 

0 

国債証券 
 

0 

 

 

 

0 

 

285 

 

 

 

0 

 

0 

地方債証

券 

 

1,050 

  

0 

 

650 

  

0 

 

0 

特殊債券 
 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

社債券 
 

2,100 

《8,063》 

8,063 

 

0 

 

1,332 

 

0 

 

0 

 

0 

受益証券 
 

 

  

 

《167》 

138,993 

 

0 

 

0 

 

0 

その他 
 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

合 計 
(19 千株) 

3,184 

(0 千株) 

8,063 

(0千株) 

0 

(19 千株) 

141,294 

(0 千株) 

0 

(0 千株) 

0 

(0 千株) 

0 

平 

成 

28 

年 

３ 

月 

期 

株券 
(59 千株) 

98 

(0 千株) 

0 

(0千株) 

0 

（59 千株） 

98 

(0 千株)     

0 

(0 千株) 

0 

(0 千株) 

0 

国債証券 
 

0 

 

 

 

0 

 

10 

 

 

 

0 

 

0 

地方債証

券 

 

1,030 

  

0 

 

30 

  

0 

 

0 

特殊債券 
 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

社債券 
 

800 

《7,915》 

7,915 

 

0 

 

800 

 

0 

 

0 

 

0 

受益証券 
 

 

  

 

《1,491》 

129,546 

 

0 

 

0 

 

0 

その他 
 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

合 計 
(59 千株) 

1,928 

(0 千株) 

7,915 

(0千株) 

0 

（59 千株） 

130,484 

(0 千株) 

0 

(0 千株) 

0 

(0 千株) 

0 

平 

成 

29 

年 

３ 

月 

期 

株券 
(61 千株) 

94 

(0 千株) 

0 

(0千株) 

0 

（61 千株） 

94 

(0 千株)     

0 

(0 千株) 

0 

(0 千株) 

0 

国債証券 
 

0 

 

 

 

0 

 

21 

 

 

 

0 

 

0 

地方債証

券 

 

1,225 

  

0 

 

25 

  

0 

 

0 

特殊債券 
 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

社債券 
 

300 

《14,180》 

14,180 

 

0 

 

300 

 

0 

 

0 

 

0 
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区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売 出 し

の 取 扱

高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

受益証券 
 

 

  

 

《114》 

103,282 

 

0 

 

0 

 

0 

その他 
 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

合 計 
(61 千株) 

1,619 

(0 千株) 

14,180 

(0千株) 

0 

（61 千株） 

103,722 

(0 千株) 

0 

(0 千株) 

0 

(0 千株) 

0 

                          《     》内書は外国有価証券 

 

  (3) その他業務の状況 

 

  ①  金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

（単位：Ｋｇ,百万円） 

 販売 買取 

数量 金額 数量 金額 

平成 27 年 3 月   0   （0）   0   （0）   0   （0）   0   （0） 

平成 28 年 3 月   0   （0）   0   （0）   0   （0）   0   （0） 

平成 29 年 3 月   0   （0）   0   （0）   0   （0）   0   （0） 

 (  )内延べ取引 

 

 

②  譲渡性預金の預金証書の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

 平成 27 年 3 月 平成 28 年 3 月 平成 29 年 3 月 

区分 件数(口) 金額(百万円) 件数(口) 金額(百万円) 件数(口) 金額(百万円) 

買入 0 0 0 0 0 0 

売却 0 0 0 0 0 0 

期末残高 0 0 0 0 0 0 

売買の媒介等 0 0 0 0 0 0 

受入手数料 0 0 0 0 0 0 

売買損益 0 0 0 0 0 0 

その他収益 0 0 0 0 0 0 
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③ 円建銀行引受手形の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

 平成 27 年 3 月 平成 28 年 3 月 平成 29 年 3 月 

区分 件数(口) 金額(百万円) 件数(口) 金額(百万円) 件数(口) 金額(百万円) 

買入 0 0 0 0 0 0 

売却 0 0 0 0 0 0 

期末残高 0 0 0 0 0 0 

売買の媒介等 0 0 0 0 0 0 

 

 

④  保険業法第 2条第 22 項に規定する保険募集 

積立利率変動型個人年金保険（シリウス） 

 

 平成２７年３月 平成２８年３月 平成２９年３月 

 件数 ＄保険料 件数 ＄保険料 件数 ＄保険料 

期末保有 14 420,000 13 340,000 12 310,000 

※「シリウス」の新規販売は平成 16 年より中止 

 

積立利率変動型個人年金保険（レグルス） 

 平成２７年３月 平成２８年３月 平成２９年３月 

 件数 保険料 件数 保険料 件数 ＄保険料 

期末保有 48 770,335.31＄ 

20,000 ユーロ 

5,000,000 円 

43 634,270.47＄ 

20,000 ユーロ 

5,000,000 円 

40 587,523.75＄ 

20,000 ユーロ 

5,000,000 円 

 

※「レグルス」の販売は平成 16 年より開始 現在新規加入はレグルスⅣ 

 

変額個人年金保険（北斗七星） 

※「北斗七星」の新規販売は中止 

 平成２７年３月 平成２８年３月 平成２９年３月 

 件数 円保険料 件数 円保険料 件数 円保険料 

期末保有 50 104,520,000 30 53,200,000 26 48,440,000 
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変額個人年金保険（北斗七星Ⅱ） 

 

 平成２７年３月 平成２８年３月 平成２９年３月 

 件数 円保険料 件数 円保険料 件数 円保険料 

期末保有 0 0 0 0 0 0 

 

※注意 1 通販専用の保険商品、団体保険、長期傷害保険、定期保険、その他については契約者の年齢、性別、加入コー

ス等により保険料が異なるため算出対象外。 

 

 

  (4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 平成27年3月期 平成28年3月期 平成29年3月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
362.4％ 333.8％ 341.2％ 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
21,857 18,765 17,696 

リスク相当額（Ｂ） 6,030 5,620 5,186 

 

市場リスク相当額 4,375 3,967 3,710 

取引先リスク相当額 247 201 173 

基礎的リスク相当額 1,406 1,451 1,303 

    

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 平成27年3月期 平成28年3月期 平成29年3月期 

使用人 295 290 286 

（うち証券外務員） 293 286 276 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 
  

１．経理の状況 

  (1) 貸借対照表                        （単位：百万円） 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科  目 Ｈ28.3 Ｈ29.3 科  目 Ｈ28.3 Ｈ29.3 

流動資産 

現金・預金 

預託金 

トレーディング商品 

株券 

債券 

受益 

その他 

約定見返勘定 

信用取引資産 

信用取引貸付金 

信用取引借証券担保金 

立替金 

短期差入保証金 

短期貸付金 

未収収益 

繰延税金資産 

その他の流動資産 

貸倒引当金 

流動資産計 

 

固定資産 

有形固定資産 

建物 

器具・備品 

土地 

建設仮勘定 

無形固定資産 

電話加入権その他 

 

投資その他の資産 

投資有価証券 

子会社株式 

出資金 

長期貸付金 

長期差入保証金 

前払年金費用 

長期前払費用 

その他の投資等 

貸倒引当金 

固定資産計 

繰延資産 

 

2,512 

10,142 

7,661 

33 

6,028 

1,568 

12 

- 

6,855 

6,659 

196 

24 

3,334 

0 

166 

30 

694 

△0 

31,422 

 

 

1,803 

515 

111 

825 

351 

140 

140 

 

18,654 

17,918 

213 

1 

- 

279 

35 

1 

220 

△14 

20,598 

- 

 

4,412 

11,503 

6,502 

40 

5,120 

1,331 

9 

- 

5,473 

5,099 

373 

33 

2,001 

0 

197 

34 

194 

△0 

30,354 

 

 

1,805 

764 

100 

729 

210 

305 

305 

 

18,768 

18,037 

213 

1 

- 

241 

59 

1 

228 

△14 

20,878 

- 

流動負債 

 トレーディング商品 

 約定見返勘定 

信用取引負債 

信用取引借入金 

信用取引貸証券受入金 

預り金 

受入保証金 

短期借入金 

未払費用 

未払法人税等 

賞与引当金 

役員賞与引当金 

その他の流動負債 

流動負債計 

 

固定負債 

長期借入金 

繰延税金負債 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

その他の固定負債 

固定負債計 

引当金 

金融商品取引責任準備金 

 

引当金計 

 

21 

1,718 

6,010 

5,675 

334 

7,709 

2,218 

2,100 

131 

5 

185 

106 

2 

20,208 

 

 

- 

3,134 

- 

874 

125 

4,134 

 

57 

 

57 

 

12 

843 

4,217 

3,742 

474 

9,942 

1,760 

2,100 

122 

36 

92 

142 

12 

19,283 

 

 

- 

3,071 

- 

1,036 

125 

4,233 

 

40 

 

40 

負 債 合 計 24,400 23,557 

純 資 産 の 部 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 

利益剰余金 

利益準備金 

任意積立金 

別途積立金 

繰越利益剰余金 

自己株式 

評価・換算差額金 

その他有価証券評価差額金 

20,340 

2,280 

- 

- 

18,411 

375 

260 

260 

17,776 

△350 

7,279 

7,279 

20,611 

2,280 

- 

- 

18,682 

375 

260 

260 

18,047 

△350 

7,063 

7,063 

純資産合計 27,620 27,675 

資産合計 52,021 51,232 負債・純資産合計 52,021 51,232 

 



 

 

 

14 

 

  (2) 損益計算書 

                             （単位：百万円） 
科    目 Ｈ28.3 Ｈ29.3 

経 

常 

損 

益 

の 

部 

営 

業 

損 

益 

の 

部 

 

営 業 収 益 

受入手数料 

金融収益 

トレーディング損益 

 

金 融 費 用 

 

純 営 業 収 益 

 

営 業 費 用 

販売費・一般管理費 

 

 

6,304 

3,351 

1,156 

1,796 

 

120 

 

6,183 

 

5,645 

5,645 

 

5,822 

2,397 

904 

2,520 

 

76 

 

5,745 

 

5,273 

5,273 

 

営 業 利 益 538 472 

営

業 

外

損    

益

の 

部 

 

営 業 外 収 益 

 

営 業 外 費 用 

 

34 

 

8 

 

47 

 

1 

経 常 利 益 564 519 

特 

別 
損 

益 

の 

部 

 

特 別 利 益 

臨時利益 

  投資有価証券売却益 

 

特 別 損 失 

投資有価証券評価減 

臨時損失 

投資有価証券売却損 

 

78 

24 

54 

 

11 

0 

11 

- 

 

36 

36 

- 

 

82 

- 

82 

- 

 

税  引  前  当  期  純  利  益 631 472 

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 107 102 

法  人  税  等  調  整  額 130 27 

当  期  純  利  益 394 342 
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  (3) 株主資本等変動計算書 

    

   （自 平成 27 年 4月 1 日から平成 28年 3月 31 日まで）    （単位：百万円） 
 株      主     資      本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 
その他  

資本剰余金 

資本剰金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

別途 

積立金 

繰越 

利益剰余金 

平成 27 年 4 月 1 日残高 2,280 - - - 375 260 17,553 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当       △171 

利益剰余金間の振替額        

当期純利益       394 

資本剰余金の振替額        

 株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 

 

 

      

事業年度中の変動額合計       222 

平成 28 年 3 月 31 日残高 2,280 - - - 375 260 17,776 

 
  株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 利益剰余金

合計 

 

自己株式 株主資本 

合計 

そ の 他  

有 価 証 券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成 27 年 4 月 1 日残高 18,188 △350 20,117 8,071 8,071 28,189 

事業年度中の変動額       

剰余金の配当 △171  △171   △171 

利益剰余金間の振替額       

当期純利益 394  394   394 

資本剰余金の振替額       

自己株式取得       

 株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 

    

△791 

 

△791 

 

△791 
事業年度中の変動額合計 222  222 △791 △791 △569 

平成 28 年 3 月 31 日残高 18,411 △350 20,340 7,279 7,279 27,620 

  

   （自 平成 28 年 4月 1 日から平成 29年 3月 31 日まで）    （単位：百万円） 
 株      主     資      本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

別途 

積立金 

繰越 

利益剰余金 

平成 28 年 4 月 1 日残高 2,280 - - - 375 260 17,776 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当       △71 

利益剰余金間の振替額        

当期純利益       342 

資本剰余金の振替額        

自己株式取得        

 株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 

 

 

      

事業年度中の変動額合計       271 

平成 29 年 3 月 31 日残高 2,280 - - - 375 260 18,047 
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 株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 利益剰余金

合計 

 

自己株式 
株主資本 

合計 

 

そ の 他  

有 価 証 券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成 28 年 4 月 1 日残高 18,411 △350 20,340 7,279 7,279 27,620 

事業年度中の変動額       

剰余金の配当 △71  △71   △71 

利益剰余金間の振替額       

当期純利益 342  342   342 

資本剰余金の振替額       

自己株式取得       

 株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 

    

△216 

 

△216 

 

△216 
事業年度中の変動額合計 271  271 △216 △216 54 

平成 29 年 3 月 31 日残高 18,682 △350 20,611 7,063 7,063 27,675 

 

 

 

 

 ２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

                          （単位：百万円） 

（平成 28年 3月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

三菱東京 UFJ 銀行 500 

三井住友銀行 100 

名古屋銀行 500 

中京銀行 500 

愛知銀行 500 

 

 

 

（平成 29年 3月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

三菱東京 UFJ 銀行 500 

三井住友銀行 100 

名古屋銀行 500 

中京銀行 500 

愛知銀行 500 
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 ３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除

く。）の取得価額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 
平成 28 年 3 月期 平成 29 年 3 月期 

取得価額 時 価 評価損益 取得価額 時 価 評価損益 

１．流動資産       

 (1) 株券 0 0 0 0 0 0 

 (2) 債券 0 0 0 0 0 0 

 (3) その他 0 0 0 0 0 0 

２．固定資産       

 (1) 株券 579 11,952 11,372 580 11,168 10,588 

 (2) 債券 783 594 △189 1,084 987 △96 

 (3) その他 6,333 5,619 △714 6,473 6,139 △334 

合   計 7,697 18,165 10,468 8,138 18,295 10,157 

   

 

 

 

 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）

の契約価額、時価及び評価損益 

  (1) 先物取引・オプション取引の状況 

    ① 株式 

（単位：百万円） 

 
平成 28 年 3 月期 平成 29 年 3 月期 

契約価額 時 価 評価損益 契約価額 時 価 評価損益 

１．株価指数先物取

引 
      

 (1) 売建 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建 0 0 0 0 0 0 

２．株価指数オプシ

ョン取引 
      

 (1) 売建       

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建       

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 
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    ② 債券 

（単位：百万円） 

 
平成 28 年 3 月期 平成 29 年 3 月期 

契約価額 時 価 評価損益 契約価額 時 価 評価損益 

１．債券先物取引 0 0 0 0 0 0 

 (1) 売建 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建 0 0 0 0 0 0 

２．債券オプション取

引 
      

 (1) 売建       

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建       

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

      

  (2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

（単位：百万円） 

 
平成 28 年 3 月期 平成 29 年 3 月期 

契約価額 時 価 評価損益 契約価額 時 価 評価損益 

１．有価証券先渡取引       

 (1) 売建 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建 0 0 0 0 0 0 

２．有価証券店頭指数

等先渡取引 
      

 (1) 売建 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建 0 0 0 0 0 0 

３．有価証券店頭オプ

ション取引 
      

 (1) 売建       

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

 (2) 買建       

   ① コール 0 0 0 0 0 0 

   ② プット 0 0 0 0 0 0 

４．有価証券店頭指数

等スワップ取引 
0 0 0 0 0 0 
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 ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

   
 岐阜県本巣市下真桑 546 番地 3 

       臼井智浩公認会計士事務所 

       公認会計士 臼井智浩 

 

     愛知県小牧市中央 2丁目 116 番地 

       公認会計士梅村圭輔事務所 

       公認会計士 梅村圭輔 
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Ⅳ．管理の状況 
  

１．内部管理の状況の概要 

(1) コンプライアンス体制 

当社は、金融商品取引市場の仲介者として社会的使命を自覚するとともにコンプライアンスを経営

の最も重要な課題のひとつと位置付け、取締役会及び経営会議では随時コンプライアンスの状況を報

告しております。内部管理体制の整備につきましては、内部管理部門の組織として本店に管理本部を

設置し、管理本部長を内部管理統括責任者とし、各部署に内部管理責任者を置きコンプライアンスの

徹底と意識の向上に努めています。 

 

○コンプライアンスプログラム 

当社では営業部門に、日本証券業協会規則に基づく「営業責任者、内部管理責任者」を置き、営業

活動や日々の業務が正しく行われているかをチェックしています。また、法令等の遵守に関する具体

的な実施プログラムとして、部課店長を主催者とするコンプライアンス会議を毎月開催しています。

部課店長はコンプライアンス会議の議題を部課店に持ち帰り、毎月の議題について討議し勉強会を行

ない、その内容は管理本部に報告されます。さらに、原則として２ヶ月に 1度、内部管理責任者のた

めの内部管理責任者会議を行い、法令遵守に係る各種の指導等を行っています。 

 

○コンプライアンスの周知 

内部管理の強化を図るため、コンプライアンスマニュアルや内部管理責任者マニュアルを作成し、

全役職員が常時閲覧出来る体制としています。 

 

○売買監理 

内部者取引の未然防止に係る管理及び株式等の価格形成に係る審査等を行い、不公正取引の排除を

図ることに努めています。また「犯罪収益移転防止法」第 9条に定められた疑わしい取引の届出を実

行する場合の社内の取り扱いについて定め、組織的犯罪、資金洗浄（マネーローンダリング）、テロ

リズムへの資金供与に関与し、犯罪収益等の拡大に利用されることを防止するよう取り組んでいます。 

 

(2) お客様からのご意見及び苦情に対する具体的な取扱い方法 

部課店においてお客様のご意見及び苦情等の申し出を受けた場合の取扱いはⅠの 10「苦情処理及び

紛争解決の体制」に記載したとおりであります。またお申出の内容について、期間を設けてとりまと

め、事例集として社員が常時閲覧出来る体制としているほか、毎月、経営会議に報告し、業務改善に

向けた取り組みに努めております。 

 

  (3) 内部監査体制 
管理部が、法令等遵守及びリスク管理を含む内部管理態勢の適切性及び有効性を評価及び検証する 

とともに、業務の健全かつ適切な運営の確保を図ることを目的として、内部監査を行っています。 
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 ２．分別管理の状況 

  (1) 金融商品取引法第 43条の 2の規定に基づく分別管理の状況 

 ① 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 
平成 28年 3月 31日現在の 

金額 

平成 29 年 3 月 31 日現在の 

金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 9,753 11,464 

顧客分別金信託額 9,773 11,484 

期末日現在の顧客分別金必要額 8,618 10,539 

 

 

 

  ② 有価証券の分別管理の状況 

    イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
平成 28 年 3 月 31 日現在 平成 29 年 3 月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数 457,284 千株 786 千株 397,272 千株 823 千株 

債券 額面金額  7,172 百万円 79,961 百万円  5,217 百万円 105,390 百万円 

受益証券 口数 111,549 百万口 3,564 百万口 115,700 百万口 3,134 百万口 

その他 額面金額 0        0        0        0        

 

 

    ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
平成 28 年 3 月 31 日現在 平成 29 年 3 月 31 日現在 

数   量 数   量 
株券 株数     16,357 千株     13,250 千株 

債券 額面金額        0 百万円        0 百万円 

受益証券 口数       895 百万口       861 百万口 

 

 

  ③ 管理の状況 

項目 管理区分場所 保管の管理状況 

保護預り有価

証券 

日本電子計算、保振、   

信託銀行、証券会社、自社、

日本銀行 

委託・自己に区分し、個別に判別できるよう管理。 

一部債券混蔵管理。 

投信預託分は振替決済制度。 

混蔵保管は帳簿管理。 

代用有価証券 証金、保振、日本証券代行、

取引所、日本銀行 

委託・自己に区分し、個別に判別できるよう管理。 

投信預託分振替決済制度 

一部債券混蔵管理 
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③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ等に係る分別管理の状況     （単位：円） 

 

項    目 

平成 28 年 3 月 31 日現在

の金額 

平成 29 年 3 月 31 日現在

の金額 

計算日における顧客分別金

必要額 

 

77,265,555 

 

0 

 

顧客分別金信託額 

 

350,000,000 

 

0 

期末日現在の 

顧客分別金必要額 

 

77,667,575 

 

0 

 

 

  (2) 金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理の状況 

   ① 法第 43 条の３第１項の規定に基づく区分管理の状況 

（単位：百万円） 

 管理の方法 前期末残高 当期末残高 内   訳 

金 
銭 
有 
価 
証 
券 
等 

該当なし    

    

    

    

    

 

 

 

    ② 法第 43 条の３第２項の規定に基づく区分管理の状況 

（単位：百万円） 

 管理の方法 前期末残高 当期末残高 内   訳 

金 

銭 

該当なし    

    

 

 

 

商品有価証券 日本電子計算、証金、保振、

取引所、日本銀行 

銘柄別に管理。 

 

投資有価証券 日本電子計算、証金、   

取引所、 

銘柄別に管理。 

借入有価証券 証金、借入銀行 銘柄別に管理。 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 
  

 

１．企業集団の構成 

   該当なし 

 

 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容

等 

商号又は名
称 

本店所在地 資本金 事業内容 

当社及び
子会社等
の保有す
る議決権
の数 

子会社等
の総株主
の議決権
に占める
当該保有
する議決
権の数の
割合 

株式会社 美ら

ヒルズ・マネジ

メント 

沖縄県名護市字豊原１８１番地 

 

10 百万円 

 

安藤証券の委託

を受けて、有価証

券の計算・整理、 

帳簿の記帳・整理

等各種の事務処

理を行う。 

200 口 

 

100％ 

 

カレラアセット

マ ネ ジ メ ン ト 

株式会社 

東京都中央区日本橋兜町１０－３ 

 

162 百万円 

 

投資信託委託業 400 口 50.6％ 

 

 

 

 

以  上 

 


